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かつらぎ町の農業

農業算出額の内訳

果実 野菜 米 花き その他

66.8億円

果物
83.5％

果物農業がかつらぎ町を支えている

総人口 16,992人
農業就業人口 1,865人
農業経営体数 合計 1,087

果物 963
米 164
野菜 185
その他 74

平成27年農林業センサスより作成

平成29年農林業センサスより作成

しかし…少子長寿化により

かつらぎ町の農業は危機的状況に
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農業人口の将来予測

使用データ

農林業センサス「年齢別農業人口」（2005年・2010年・2015年度）

※かつらぎ町の果物農業人口 ≒ かつらぎ町の総農業人口
⇒総農業人口のデータを利用

計算方法

① 2005年⇒2010年・2010年⇒2015年の各世代の増減率を算出し、平均化
② 2015年のデータに平均変化率を掛け合わせ、50年までの農業人口を予測

※15～19歳の農業人口は2015年の人口「8人」で固定

課題分析①
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今後30年で農業人口が1/5以下までに減少

農林業センサス「農業人口」(2005年、2010年、2015年)より作成

高齢現役世代の引退
⇒深刻な担い手不足
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農業人口の将来予測
課題分析①
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〇国が推奨する1日あたり果物摂取量：200g
⇒実際は推奨量の7割程度

20～30代の果物摂取量は60歳代の半分

〇日本人の果物摂取量は世界129位/174ヵ国（2011年時）

181
249

203
140

184
223

266
272

344
444

0 100 200 300 400 500

アジアの平均

欧州の平均

世界の平均

日本

韓国

中国

アメリカ

タイ

イギリス

オランダ

1人1日当たり果物消費量の国際比較(g/日)

国際食糧農業機関「FOASTAT」:2011年より作成
注：ワイン除き、スイカ、メロン、イチゴ含む。皮、芯含む
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世代別1日あたりの果物摂取量(現在と10年前の比較)

平成13－15年平均 平成23－25年平均

厚生労働省「国民健康・栄養調査」より作成
注：果物摂取量とは、摂取した生鮮果実、果実缶詰、ジャム、果汁類の重量の合計

各世代とも10年間で
大きく減少

果物消費の現状
課題分析②
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使用データ
①総務省「家計調査」
「第4－6表世帯主の年齢階級別1世帯当たり支出金額、購入数量、平均価格」
②人口問題研究所「将来推計人口・世帯数」
「結果表2．世帯の家族類型別，世帯主の男女5歳階級別一般世帯数および割合」

計算方法

① 2015年の家計調査より、ミカン、ブドウ、モモ、カキの1年間の購入数量を抽出

② 将来推計人口・世帯数のデータ（2015年、2025年、2035年）の総数から、単身者
世帯数を除く（使用した家計調査のデータが2人以上の世帯であるため）。
③ 各世代が今後も2015年時の購入数量と同量を購入し続ける仮定し、購入数量に
2015年、2025年、2035年の予測世帯数を掛け合わせる。（過去のデータによると、若年層
の購入数量はどの年も超低水準で安定に推移しているため、2025年以降の29歳以下の購入数量に
は、2015年時の数値を採用）

全国の果物消費将来予測
課題分析②
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20年後には消費量が
2015年比で50％DOWN

20年後には消費量が
2015年比で45％DOWN

全国の果物消費将来予測
課題分析②
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20年後には消費量が
2015年比で58％DOWN

20年後には消費量が
2015年比で80％DOWN

全国の果物消費将来予測
課題分析②
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農業人口の減少

〇 2050年までには現在の1/5以下(300人)に
⇒担い手不足により、かつらぎ町の基幹産業である農業が消滅する恐れ
⇒高品質な果物の栽培方法が継承されなくなる

果物消費量の減少

〇 果物の種類にかかわらず、20年後には消費量が半分に
⇒最大消費者：中年層や高齢者が減少し、果物を食べない若年層が増加
⇒国内消費縮小により農業人口の減少がさらに加速する恐れ

国内で一定の消費量を
確保すべき果物消費の増加が急務

しかし海外展開は ①需要が大きく変動しやすい
②高品質な果物が海外で模倣される可能性あり

果物農業の将来
課題分析まとめ
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日本国内での消費を拡大するために…

全国の小中学校におやつタイム導入
―休み時間に果物で頭すっきり―

提案
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果物消費縮小の原因

少子高齢化 ×若者の果物離れ

果物摂取のきっかけ

幼少期に果物を習慣的に食べていたか(20代7割)

若年層に幼少から、果物の摂取習慣をつけさせ

未来の果物消費者を育成

内需拡大を図るには…
施策の検討①
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中学3年生

小学校6年生

小中学生の朝食欠食状況

毎日食べる 食べないことがある

文部科学省「平成27年度全国学力・学習状況調査」より作成

朝食が担う3つの役割

１．体温をあげ
眠っていた体を
起こす働き

２．体と脳にエ
ネルギーを補給

する働き

３．体調を整え
る働き

体温を上げ
眠っていた体
を起こす働き

体と脳に
エネルギーを
補給する働き

体調を整える
働き

小中学生の「食」の問題①
施策の検討②

小中学生の15％が欠食児童小中学生の15％が欠食児童
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〇欠食児童ほど学力調査・体力テストの結果が著しく低い

朝食摂取と学力調査の平均正答率との関係

文部科学省「平成27年度全国学力・学習状況調査」より作成
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朝食摂取と新体力テストの体力合計点との関係

スポーツ庁「平成27年度全国体力・運動能力・運動習慣等調査」より作成

■毎日食べる ■どちらかといえば食べる ■あまり食べていない ■全く食べていない ■毎日食べる ■食べない日もある ■食べない日が多い ■食べない

欠食児童ほど学力調査・体力テストの結果が著しく低い

勉強・運動に集中できる環境づくり・対策が必要

小中学生の「食」の問題①
施策の検討②
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食事から数時間後、血糖値が急降下
⇒特に10時と15時付近に、眠くなる・集中力が低下

眠気

朝食 昼食 夕食 食事時間

血糖値

集中力低下
眠気

小中学生の「食」の問題②
施策の検討②

食間の血糖値低下
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小中学生の「食」の問題
施策の検討②

対策として欧米では…

〇1日2回の休み時間＝おやつタイム
⇒持参した果物や野菜、菓子を食べる

児童生徒が授業中に
より集中できるように

①欠食児童 ②食時間の血糖値低下
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① 脳のエネルギー源
ブドウ糖が豊富

② 消化が速い

③ 栄養素が豊富
（カリウム、食物繊維、酵素など）

④ カロリーが低い

食べても
眠くならない

健康の向上
（病気の防止など）

脳がすっきり

太りづらい

小
中
学
生
の
エ
ネ
ル
ギー
補
給
に
は

果
物
が
最
適

果物摂取のメリット
施策の検討②
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提案

全国の小中学校におやつタイム導入
―休み時間に果物で頭すっきり―

日本国内での消費を拡大するために…

全国の小中学校におやつタイム導入
―休み時間に果物で頭すっきり―
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おやつタイム時の果物消費量の算出

①前提：1日に1度、週に3日、100gの果物を提供することとする。
ミカン：12月～2月（30日間）
モモ ：7月（10日間）
ブドウ：9月～10月半ば（17日間）
カキ ：10月半ば～11月（17日間）
2035年の全国小中学生数は773.5万人（人口問題研究所のデータより）

②計算方法：小中学生数 × 提供日数 × 100g

食育によって増加する果物消費量の算出

①前提：来年時からおやつタイムを導入、現在の小中学生が果物消費習慣をつけ、彼らが
29歳以下世代になる2035年時には、現在の70歳世代と同量の果物を消費すると仮定す
る。

②計算方法：『課題分析② 果物消費の将来予測』と同様の手法を用いる。

施策の効果 －2035年時の消費量予測－
まとめ
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未施策時の予測消費量

おやつタイムによる
直接効果

食育効果 23％増
69％増
97％増

2035年時の果物消費予測

2085年には全世代に果物摂取習慣がつく

人口減少でも内需拡大の期待大

おやつタイム導入による食育

18％増

かつらぎ町の

・農業産出額
・農業人口 UP

施策の効果 －2035年時の消費量予測－
まとめ
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